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【原著論文】非行少年の被害経験と支援に関する動向と展望
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　The public generally obtains information on crime and delinquency either from news stories on specific 
cases or as a result of a general revision of the law governing such these. However, previous studies have 
identified a gap between the information presented on crime and delinquency by the media and the reality 
of the situation.

 This study reviews the factors—including bullying, abuse, and developmental difficulties—that 
contribute to delinquency. Furthermore, desistance from delinquency is associated with the presence and 
application of human resources, as well as the nature of personal relationships in the individual’s life and 
the stigma attached to this issue. These factors dictate the availability of the human resources necessary 
for desistance from delinquency. Moreover, novel means of self-perception, establishment and strengthening 
of human relations, and facilitation of a conducive environment for such individuals are necessary measures 
for resolving the issue of delinquency.

 It is also very important for people to recognize the gap between their current situation and their image. 
By identifying the backgrounds and behaviors of the individuals resorting to juvenile delinquency, we have 
attempted to remedy and prevent this pattern.
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Ⅰ．非行少年や少年事件について

（1）　非行少年の定義と処遇

少年法では，20歳未満の者のことを「少年」と規
定しており，その中には，性別についての区別はな
い。また，法を犯す行為を“犯罪”と言うが，未成
年については“非行”と表現し，20歳未満で罪を犯
す者のことを「非行少年」と言う。非行少年は，犯
罪少年，触法少年，虞犯少年と，年齢や非行性等に
よって区分される。また，厳密には少年法には含ま
れていないが，徘徊などにより警察の補導対象とな
るような少年を不良行為少年と言う。
　2016年に成人の年齢が20歳から18歳に引き下げら
れることが決まり，2022年から施行されることと
なった。それにより，公職選挙法による選挙権も18
歳から与えられることとなった。少年法は「未成年
者」ではなく「20歳未満の者」を「少年」として規
定していることから（ 2 条 1 項），成人年齢が引き下
げられたとしても，直ちに年長少年が少年法の適応
対象から外れるわけではない（木崎，2019）。しかし
結果的に，2021年に改正少年法が成立し，2022年度
より施行されることとなった。
　2022年の少年法の改正により，18歳と19歳のみ

「特定少年」と区分されることになる。従来通り20歳
未満の非行少年は，原則全件送致主義により，すべ
ての少年事件が家庭裁判所へ送られることには変わ
りはない。しかし，「特定少年」については，成人同
様の刑事手続きを取る検察官送致（逆送）の対象が
拡大する。

成人による犯罪と，少年による犯罪（非行）での
考え方の違いについて，概観する。成人の場合は，
事件の責任をとらせる刑事処分が中心となる。一方
で，少年の場合には，将来，罪を犯さないために教
育を行う保護処分の考え方を中心にしている。その
ため少年事件は家庭裁判所調査官によって，少年の
資質や家庭，学校などの環境などが調べられる。そ
の調査により，刑事事件と同様の手続きとなる場合
には，検察官送致（逆送）となる。

しかし，検察官送致（逆送）となったからといっ
て完全に刑事事件と同様の手続きが取られているわ
けではない。たとえば，将来の社会復帰の妨げとな
らないよう，報道規制がされている。この報道規制

により，審判は非公表で行われ，実名報道や顔写真
などの報道も規制されている。しかし，2022年の少
年法の改正により，「特定少年」については，検察官
送致（逆送）となり，起訴された場合には，報道規
制の適応もなくなる。

少年法の改正については，その時代や状況に合わ
せて，過去にも行われてきている。少年法「改正」
は,保護主義の理念から離れ，少年事件が「凶悪化」
しているという認識のもとでの「厳罰主義」を求め
る主張の反映であった（大庭，2010）といえる。

（2）　少年事件の現状

犯罪白書（2020）によると，日本における少年の
刑法犯の推移は，1996年～1998年，2001年～2003年
に増加傾向にあったものの，2004年から現在に至る
までは戦後最少を記録し続けている。人口比で見て
も減少傾向にあるといえる。そのうち，再非行を行っ
た少年の人員は，2004年から減少している。検挙人
員に対する再非行率でみると，2016年まで増加傾向
が続いていた。ピーク時は36.4%であったが，2017年
以降減少傾向となり，2020年では34.0%であった。
　2000年以降の先行研究について，「CiNii」を使用
して「非行」というキーワードを使用している学術
研究数を調査した。その結果を，Table. 1 に示した。
20年間では，2005年に323件とピークに達し，2006年
以降は徐々に減少傾向であった。2020年には118件
と，2005年のピーク時と比較して半数以下になった。
少年の刑法犯の推移については前述したように，
2004年以降は減少傾向にあるため，少年犯罪の実数
と同様の傾向にあると考えられる。

Table. 1 　CiNiiによる「非行」に関する研究動向
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（3）　少年事件に関する現状と世論のギャップ

犯罪白書（2020）によると，日本の刑法犯の認知
件数は，1996年から増加傾向にあったが，2003年か
ら現在に至るまで減少している。

普段の生活の中で，一般の人が犯罪や非行を意識
するのは，事件や法律の改正・制度の導入に関する
報道など，ニュースやメディアによるものが多いと
考えられる。一方で，犯罪や非行の実情とメディア
などでの報道とのずれは，多くの研究で指摘されて
いる。「モラル・パニック」は，S, Cohen.の『Folk 
Devils and Moral Panics（民衆の敵とモラル・パ
ニック）』による言葉で，実際の犯罪傾向とは関係な
く，メディアにより突然，ある犯罪が社会問題とし
て取り扱われていく現象のことである。モラル・パ
ニックについて大庭（2011）は，メディアは，自ら
モラル・パニックを引き起こしていることを自覚し
ており，その自らの報道をニュースの中でコメント
の対象としていることを指摘している。ニュース・
メディアが報道する犯罪は，公式の犯罪統計とは無
関係に，ニュース製作機関が独自の観点から選択し
ているのである（大庭，2013）。

成人による犯罪に対する世の中の認識はメディア
からの影響が強いという指摘があったが，少年事件
に対しても同様に考えられる。柳澤・水口（2017）
は，年齢と罪種の異なる犯罪シナリオを使用し，大
学生，大学院生を対象に，少年犯罪と成人犯罪での
量刑判断に関する研究をしている。少年犯罪に対し
て厳罰化を求める声も多いものの，実際に量刑を重
く判断した人数は，成人犯罪よりも少年犯罪の方が
少なかった。この結果から，少年犯罪の厳罰化を求
める人は，誇張や強調を行うマスメディアの影響を
受けている可能性があると指摘している。

大庭（2010）は，戦後の少年法が施行された1949
年から2004年に至る 5 年おきに朝日新聞の縮刷版か
ら少年事件に関する記事を抽出して少年事件の報道
について調査している。その結果，街頭補導の対象
であり非行少年の典型ともいえる，万引きなどの窃
盗が徐々に報道されなくなる一方で，身体への被害
をもたらす事件が相対的に多く報道されるように
なっていた。そのため，一般の読者からすると，少
年事件が「凶悪化」していると感じても無理はない

と指摘している。

Ⅱ．非行少年への行政面での支援

非行少年に対する処遇は将来に対する再非行・再
犯の防止につなげるため，保護主義の下，教育的な
処遇が行われる。処遇は大きく分けると，施設内処
遇と社会内処遇に分けることができる。

施設内処遇は，少年院や少年刑務所など施設内で
の処遇のことで，施設に収容され施設内で生活を行
う。一方，社会内処遇では，実際に社会の中で就学
や就労をして生活をしながら処遇を行う。

伊藤（2015）は，非行少年が少年院出院後に置か
れる環境は，多くの場合彼らを非行へ追いやった望
ましくない環境であると指摘している。非行少年は
少年院から出院後，保護観察処分となり身元引受人
のもとで生活を行う。身元引受人は家族など，少年
院入院以前から交流のある者となる。身元引受人と
の関係性には問題はない場合でも，家族のいる自宅
に戻って生活をすれば，入院前の地域，社会に戻る
こととなる。その上で，こうした環境に抗して自分
の信じる価値や規範の順守を貫けるような「力」が
必要であるとし，その「力」を身につけさせ，失わ
せないための教育的働きかけを継続することが必要
であり，それを行う重要な場のひとつとして社会内
処遇（更生保護）があると述べている。

施設内処遇から社会内処遇に移行する場合，多く
が仮退院という状態での移行となる。少年院では処
遇が階級制になっており，生活態度や学習面などに
おいて，一定の成績を収めると進級することができ
る。施設内処遇から社会内処遇に至るには，少年院
での処遇段階が最高段階に達することで，元々決め
られていた収容期間よりも前に少年院から退院する
ことができるようになる。これを仮退院という。

しかし仮退院になったからといって，社会での生
活が無条件に送れるようになるわけではない。仮退
院となると保護観察が付される。仮退院となって社
会内処遇へと移行する前に，保護観察所の保護観察
官によって，環境調整が行われる。環境調整とは，
少年の帰住予定先の確認や調整，身元引受人との面
接，就労先や就学先などの環境の調整のことである。
環境調整により，少年の更生にとって適切な環境で
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あると認められると，社会内処遇を行うことができ
るようになる。

保護観察中は遵守事項が決められている。遵守事
項は少年の更生のために必要な条件であり，個人の
置かれている環境や状況などによって異なる。遵守
事項を守れない場合には，仮退院は取り消され，再
度施設内処遇となる。そのため，遵守事項がきちん
と守れているかを丁寧に確認しておく必要がある。
遵守事項の確認や，少年の社会での適応などについ
ては，主に保護司との面談によって定期的に確認さ
れる。保護司は地域で活動を行うボランティアであ
り，同時に，法務大臣の委嘱を受けて活動する非常
勤国家公務員でもある。

Ⅲ．非行少年支援に関する民間の活動

更生保護にまつわるボランティアとしてはほか
に，更生保護女性会やBBS会（Big Brothers and 
Sisters Movement） が挙げられる。

更生保護女性会は，犯罪予防活動や青少年の健全
育成，犯罪者や非行少年の更生に向けた活動を主に
行っている。そのほかにも子育て支援や，子ども食
堂や更生保護施設の食事作りなども行っている。

BBS会は，主に非行や問題を抱えた少年に対して
活動を行う青少年ボランティア団体である。保護司
や更生保護女性会との大きな違いは，活動対象とす
る年齢層を少年のみに限定している点である。また，
入会時はおおむね18歳以上30歳未満の者としてお
り，BBS会員は保護司会や更生保護女性会の会員よ
りも比較的若い年齢層で構成されている。対象とな
る少年とサポートを行う会員が近い世代であること
で，同じような目線から関わることが目的とされ，
対象となる少年が健全な対象へのモデルを得る機会
ともなるとされている。

また，社会内処遇を行う上で，保護者がいない場
合や家庭での更生が難しいと判断された場合など
は，「更生保護施設」や「自立準備ホーム」などの施
設へ入所することができる。施設といっても，社会
復帰をするための施設であるため，入所者は就学し
たり就労をする。

しかし，罪を犯した犯罪者・非行少年が，社会内
処遇となってすぐに職を探し，就労をすることは簡

単ではない。そういった中で，犯罪者・非行少年の
就労先となるのが，協力雇用主である。協力雇用主
は，犯罪者・非行少年の事情を理解して雇用する事
業主のことである。

そのほかにも，各都道府県の警察には，不良行為
少年に対しての学習支援やグループワークなどを行
い，健全育成をはかる活動を行う少年警察ボラン
ティアがある。また，元非行少年が支援者となり自
助活動を行う，「再非行防止サポートセンター愛知」
や「セカンドチャンス！」などの団体がある。

Ⅳ．非行の背景

非行の背景について，少年院入所者に着目し，「入
所者の内訳」の動向をレビューする。その後，より
広い観点から「いじめ」，「虐待」，「発達上の問題」，」
非行少年の被害者性」の観点についても概観する。

（1）　入所者の内訳（構成）

以下に，犯罪白書（2020）のデータをもとに非行
の背景や関連事項について触れていく。少年院への
入院者は2001年から減少傾向が続いている。

入所者を年齢別で見ると，年少少年（14歳，15歳
の少年，入所時に14歳未満のものも含む）は2012年
から毎年減少しており，中間少年（16歳，17歳の少
年）と年長少年（18歳，19歳の少年，入所時に20歳
に達している者も含む）も，2002年から減少傾向に
ある。入院者人数の中で比較すると，2019年では年
長少年が約53%を占めており，次に中間少年が約
36%，年少少年は約11%となっている。

続いて，2019年の少年院入所者（男子1594名，女
子133名）のデータから，現状を見ていく。

教育程度別構成比では，男女ともに，高校中退が
最も多く，次に，中学卒業，高校在学と続いている。
高校中退は男子で40.1%，女子で40.6%を占めており，
中学卒業は，男子で24.7%，女子で21.1%，高校在学
は，男子で17.9%，女子で19.5%となっている。

就学・就労状況については，男子では有職が
47.4%，無職が28.2%，学生・生徒が24.3%となってい
る。一方で，女子は無職が最も多く39.1%，学生・生
徒が30.8%，有職が30.1%となっている。

不良集団関係別構成比では，男女ともに不良集団
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関係なしが最も多く，男子では57.9%，女子は72.5%
と，半数以上を占める。次に多いのは，地域不良集
団（男子29.6%，女子19. 8 %）である。

（2）　いじめ

村山ら（2015）が行った，小学 4 年生から中学 3
年生の生徒を対象とした調査によると，10%前後の
児童・生徒がいじめに関わっていること，いじめに
関わる児童・生徒では抑うつ，攻撃性，自傷行為，
および非行性が強いことが認められている。非行性
に関しては，いじめ加害を行う中学生（加害生徒，
加害―被害生徒）は他の生徒よりも非行性が強いこ
とが示されている。

近年のいじめの傾向については，1989年以降増減
はあるものの，平成以降2013年にピークとなり，そ
の後減少している。主に中学生での報告が多く，そ
の次に高校生が多くなっていたが，2018年では小学
生が高校生よりも多くなっている。

（3）　虐待

　2019年時点での少年院入院者データから，被虐待
経験（保護者以外の家族による少年に対する虐待
や，18歳以上の少年に対する虐待も含む）について
は，身体的虐待が男女ともに最も多く，男子では
27.9%，女子は39.8%を占めている。次に多いネグレ
クトは，男子で3.5%，女子では6.8%となっている。
心理的虐待，性的虐待については，男子よりも女子
の方が多い結果となっている。なお，虐待なしの回
答は，男子では65.4%，女子は45.1%である。ただし，
非虐待経験の有無・内容については，入院段階にお
ける少年院入院者自身の申告等により把握できたも
のに限られている点に留意する必要がある。

次に，少年院入所者に限らないデータではあるが，
犯罪白書（2020）にまとめられている家庭内暴力お
よび児童虐待の実際について述べる。家庭内暴力は，
2012年以降増加していることがわかっている。2020
年では中学生での報告が最も多く，次に高校生，小
学生と続いている。中でも，近年では小学生の推移
の増加が顕著となっている。児童虐待については
2014年から現在に至るまでの増加が顕著である。児
童虐待に係る事件の検挙人員について，罪名別にみ

ると，暴行や傷害が最も多い。また，2018年の段階
で加害者となっている者は，実父が総数の68.6%を占
めており，次に実母，養父・継父，母親の内縁の夫，
となっている。

厚生労働省の調査によると，児童相談所における
児童虐待相談対応件数は平成に入ってから増加して
おり，2020年度に対応した件数は，過去最多であっ
た。主な増加要因としては，心理的虐待に係る相談
対応件数の増加，警察等からの通告の増加によるも
のとされている。特に，警察からの面前DVの通告が
増加していることが要因の 1 つとして挙げられる。
児童相談所への相談は，2020年度では全体の49.8%が
警察からによるものとなっている。次に相談件数が
多いのは，近隣隣人からの13.0%，家族親戚からの
8.2%，学校7.2%となっている。

児童相談所のケース記録から，再犯を含む非行の
ケースについて分析を行った緒方（2018）によると，
被虐待歴のある少年では極端に再犯リスクが高いこ
とが示されている。

（4）　発達上の問題

思春期に入った非行少年では同年齢の集団に比し
て言語能力の低さが顕著になってくると考えられて
いる。少なくとも就学前には劣っていなかった言語
能力が，学童期に入り，学力不振が起こったり，非
行集団への参入によって学校生活への適応が悪化し
たりして，次第に低下していくものと推測される。
低下した言語能力のために学業成績がふるわず，学
校教育における正当な価値観を受け入れられなくな
り，非行化が進んでいく可能性も考えられる（緒方，
2015）。また，言語能力の低下の背景には，その他の
能力と比較して言語能力の向上が認められず，結果
としてより大きく差が生じた可能性も考えられる。

藤川（2009）は，近年，重大かつ特異的な印象の
少年犯罪について，PDD（広汎性発達障害：アスペ
ルガー障害，高機能自閉症など）を主とする発達障
害が鑑定あるいは鑑別・診断されることが続いてい
ると指摘している。

内藤ら（2018）は少年院および少年鑑別所におけ
る発達障害等の発達上の課題・困難を有する少年の
実態と支援に関する調査研究を行った。その結果，
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「発達障害等の発達上の課題・困難を有する少年と
非行の関係」は決して直接的でなく，貧困・劣悪な
家庭環境・養護問題，虐待・ネグレクト，愛着問題，
いじめ・体罰等の二次的障害として非行に至る可能
性が示されている。

非行と発達上の問題について，伊藤（2015）は，
発達障害等ゆえに非行に走るとか，障害の直接の結
果として非行を行うとみるのは妥当ではないと指摘
している。発達障害と非行の関連については，発達
障害等の「二次障害」として，身近な生活世界にお
いて拒絶，排除されたり，不適応を起こしたりして，
その結果として非行などの問題行動につながるとい
う因果であるとしている。

内藤ら（2018）は，全国の保護観察所・更生保護
施設・自律準備ホームの職員・保護司を対象に調査
を行った。生活環境調整を行う中での困難として，

「環境調整に入る段階以前で障害に気づかれていな
い・診断されていない」ことを挙げている。さらに
生活面の困難では，「金銭管理等の金銭問題」「基本
的生活スキルの未修得」を挙げている。「生活に対す
る動機付け」に関しては，更生保護施設職員からは

「見通しがうまくもてない」ことで目の前のことしか
考えられず，今後の準備などができない困難さ，自
分のやりたいことを優先してしまい，そのために噓
や言い訳をしてしまうことなども回答された。また，
本人は意欲そのものはあるものの，実際の行動との
間に大きなズレを感じているという回答もあった。
対人面の困難・ニーズでは，とても困っているが適
切に「助けを求められない」ことにより「暴言」「防
衛的行動」に至り，「対人トラブル」につながってい
ること等が回答された。

（5）　非行少年の持つ「被害者性」

伊藤（2015）は，非行少年自身が自力ではどうす
ることもできない状況にあるとし，この「受動性」
は「被害性」に言い換えることができるとしている。
また，堀尾（2014）によると，非行少年の「被害者
性」とは，非行少年がこれまでに受けてきた被害経
験によって，加害者であるはずの非行少年に被害者
的要素が内在化し，その被害的経験の影響によって
もたらされた特性のことをいう。

堀尾（2014）は非行少年の加害と被害についての
研究動向をまとめている。一般的な非行少年の「被
害者性」について注目した研究を，大きく「いじめ」
と「虐待」に分けている。また，いじめの被害者は
家庭でも不適切養育や虐待の被害を受けていること
が多かったと報告している。このように非行少年は，
多数の「被害者性」を重ね持っていることが考えら
れる。このように，多重に被害を受けることを多重
被害と言う（Finkelhor, et al.，2011）。

堀尾（2011）は，非行のない一般青年と比べて，
非行少年の方が被虐待経験やいじめの被害経験，犯
罪被害にあった経験が多いことを明らかにしてい
る。すなわち，非行少年は“多重被害”を受けてい
る割合が多いと指摘している。このような非行少年
の多重被害の特性について，非行臨床の専門家，す
なわち非行少年に関わることを専門とする人たち

（例えば，家庭裁判所調査官，少年鑑別所心理技官，
児童自立支援施設職員等）の間では，以前から当然
のこととして受け止められてきた（堀尾，2014）。

加害側である非行少年の持つ，「被害者性」や「多
重被害」という特性について，世の中の理解につい
て概観していく。18歳と40歳の犯罪についての印象
を比較検討した柳澤・水口（2017）によると，18歳
の少年による犯罪では，【犯人自身＞犯人の親＞犯
人を取り巻く社会＞犯人の住んでいる地域】の順に
責任を高く帰属させたことがわかった。40歳の成人
による犯罪では，【犯人自身＞犯人を取り巻く社会
＞犯人の住んでいる地域＞犯人の親】の順に責任を
高く帰属させたことがわかった。いずれも罪を犯し
た本人に原因を帰属させていることには違いはな
い。しかし，成人の犯罪と比べ，少年の犯罪の場合
では，周囲の環境からの影響，特に少年自身の意志
だけではどうしようもできないような環境が影響し
ていると考えている人が多いということがわかった。

田中（2021）は，加害行為に至ったものにある被
害体験と被害者意識をいかに理解し取り扱っていく
のかは心理臨床実践において，とりわけ司法・矯正
や児童福祉領域，家族臨床において重要な実践的課
題であるとしている。
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Ⅴ．犯罪や非行からの離脱・立ち直り（desistance） 

　2016年に「再犯の防止等の推進に関する法律（再
犯防止法）」が制定された。再犯防止対策が政策課題
のひとつであるわが国では，犯罪を行った者がその
後犯罪を行わなくなる過程，すなわち，犯罪からの
離脱（desistance）に対する関心が高まっている（山
梨，2020）。

欧米などでは，犯罪や非行からの離脱・立ち直り
については，デシスタンス（desistance）として多
く研究されている。デシスタンスは犯罪学の中では，
比較的新しい研究領域である。デシスタンス以前の
犯罪学の理論では，個人や環境のネガティブな側面
やリスクとなる部分に焦点を当てる傾向があった。
しかし，デシスタンス研究では，いかにして人が犯
罪や非行を繰り返さなくなるのかを問い，その要因
を分析対象としている。その研究上の関心から必然
的に，個人や環境のポジティブな部分に焦点を当て
ていることになる。（只野ら，2017）。

只野ら（2017）は，デシスタンスは，ある瞬間に
生じる出来事（event）ではなく，ある期間を通じて
進行・維持される過程（process）であると指摘して
いる。そして少年院出院者のデシスタンス要因とし
ては，学業や仕事に従事すること，家族と良好な関
係を持つこと，向社会的な友人を持つこと，悪い日
常的習慣を持たないこと，自分の過去を肯定的に受
容すること，自信や希望を持って物事に取り組むこ
と，目標を持って生活していることが大切であると
している。

山梨（2020）は，離脱研究について「人はなぜ犯
罪をやめるのか」という問題に対する解答は大きく
2 つに分かれるとしている。 1 つは，結婚や就職と
いったターニング・ポイントを重視するということ
であり，もう 1 つは，犯罪者のアイデンティティや
認知といった内面の変化を重視するということであ
る。離脱研究に関して，平井（2015）も同様に 2 つ
の立場があると述べている。 1 つは犯罪者・非行少
年の認知的変容に基づく生成的アイデンティティの
形成をするという立場であり，もう 1 つは，犯罪者・
非行少年のライフコース等を参照し，外在的な出来
事（ターニング・ポイント）へ着目する立場として
いる。

Laub & Sampson（2003）は，マサチューセッツ
州の犯罪記録データベースをもとに，長期にわたる
追跡を行っている。その結果，離脱に関する要因は
結婚，軍隊，少年院，雇用が挙げられた。 1 つ目の
結婚については，安定した結婚により，配偶者から
の直接的な社会統制が影響するとしている。 2 つ目
の軍隊では，衣服，避難所，食事，規律，日常生活
の枠組みを提供したとしている。 3 つ目の少年院で
は，規律や日常生活の枠組みを提供したとしている。
4 つ目の雇用については，安定した雇用は結婚と同
様に，社会統制の機能を持つとしている。また，こ
れらの離脱の関する要因のそれぞれについて，①現
在から過去を切り落とす，②監督や監視だけではな
く，社会的支援や成長の機会を提供する，③日常生
活に変化と枠組みを提供する，④アイデンティティ
を変化させる機会を提供するものである，と主張し
ている。

Laub & Sampson（2003）を踏まえ，大江（2019）
は，犯罪からの離脱は，元犯罪者個人では実現しづ
らいものであると述べている。その上で，犯罪から
の離脱の実現には，社会側が，元犯罪者に社会の一
員として雇用などの社会的資源を提供できるかが重
要になってくるとしている。

板山・加藤（2009）は，少年犯罪を誘発する原因
を少年自身の人格，家庭，学校，地域，社会の 5 領
域に分類している。その結果，少年自身の人格につ
いては，「セルフコントロールの未熟さ」，地域につ
いては，「地域防犯対策の不備」，「近隣関係の希薄
化」，社会については，「社会全体の規範欠如」が抽
出されている。

このように，犯罪者・非行少年の立ち直りには，
本人がアイデンティの変化や自身を取り巻く環境の
変化に取り組む必要がある。このような変化には，
新たな役割取得，家族や交友関係も含む社会との良
い関係を持つこと，目標を持つことなど，周囲の人々
の支えが必要となる。犯罪抑止にあたり，個人に働
きかければ十分なのではなく，個々人を取り巻く環
境が，犯罪を促進したり，あるいは反対に，統制し
たりするのに影響を及ぼすのも事実である（藤野，
2014）。
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Ⅵ．非行少年の立ち直りに影響を与える要因

（1）　人的資源

岡本（2002）は，少年鑑別所入所時に親と同居し
ていたり，職を持つかあるいは学校に所属している
といった社会的資源を持っていることは，退所後に
それだけ有利に出発できることになるとしている。
そのため，社会的資源を増やすことが今後の立ち直
りに有効である可能性があると指摘している。

その社会的資源には前述のように職業や学校など
の居場所も含まれるが，その他にも非行少年をサ
ポートする人的資源も挙げられる。非行少年をより
近くで支える人的資源として，家族や周囲の人が挙
げられる。坂野（2015）によると，非行少年は，目
標を支えてくれる家族等の支援の下，非行少年であ
ることを否定するようになり，受容感や充実感を体
験しながらコミットできる健全な対象を獲得してい
くことで非行から離脱できるとしている。さらに，
それを促進するための支援として，以下の 4 つを挙
げている。「①少年が適応する社会的環境を整備す
る。②その環境との関わりを通じて，自己効力感，
自尊心を回復することができるようにする。③立ち
直りの過程において少年たちが迫られるアイデン
ティティの変容に関して，そのつらさ，不安をサポー
トしながら，主体的，積極的に変容に向かえるよう
心理面への支援を行う。④少年たちが，非行があっ
た過去を踏まえてアイデンティティを再統合し，そ
れが社会的にも承認されるよう，非行をやめた少年
のアイデンティティが社会に根づくまで継続的に支
援する。」である。非行少年としての自分自身を受け
入れること，そして，現在の自分自身を新たに受け
入れることが大切になるとしている。

非行少年の更生のためには，受容してもらえる人
間関係の構築や，更生後の新たなモデルとなる人と
の出会いにつながるための，人との関わりが必要で
あるといえる。白井ら（2002）は，非行リスクから
の回復モデルを作成しており，家族に対してのア
タッチメントが形成されていること，家族や地域に
よるサポート体制が整っていること，人生の転回点
において家族以外のふさわしいモデルとなる人物が
いること，興味の対象や本人が持つ能力を適切に発
揮することができる対象との出会いなどが再犯の防

止につながるとしている。さらに，白井ら（2011）
は，少年の特性と援助する側の働きかけが適切にか
み合い，お互いの関係形成が促進されることが影響
すると示している。

（2）　印象・スティグマ

非行少年を取り巻く環境として，人的資源を取り
上げたが，周囲の環境を変化させるだけでは更生・
立ち直りとは言えない。更生・立ち直りのためには，
新たに得た周囲の環境や人間関係を自らの手で持続
させていかなくてはならない。そのためには，非行
少年自身も努力し，「非行少年」という好ましくない
ネガティブなイメージ，印象などとも向き合わなけ
ればならない。

印象操作について，Schneider（1981）は，第三者
によって印象が操作されることとし，Schlenker

（1980）は現実あるいは想像上の社会相互作用の中で
投影される印象をコントロールしようとする試みで
あるとしている。また，自己呈示は，投影される印
象が自己関連的な場合のこととしている（Schlenker, 
1980）。

人との関わりが大切である非行少年であるが，
“非行少年”という立場の者に対して，まったくポジ
ティブな印象を持っている人はいないだろう。しか
し，非行少年は立ち直りにおいて，他者との関わり
が大切であるとされており，対人場面においては矛
盾が生じてしまう。このような場面を印象危機場面
という。印象危機場面とは，ネガティブな印象を他
者に与えてしまう可能性のある場面のことである

（大渕，1994；大渕・山入端，1994）。
心理的支援の場面において，支援される側である

非行少年は，本人から積極的に相談や支援を求める
ことは少なく，支援にたどり着いたとしても，本人
の意志やモチベーションが少ないために支援の方法
においても難しさがある。非行少年は他者に対して
ネガティブな印象を与える存在であるが，非行少年
は他者からどのように見られたいと思っているの
か，どのようにみられていると思っているのかにつ
いても支援においては理解が必要である。

國吉（2015）は，非行少年（少年鑑別所収容中の
男子少年）と無非行少年（非行歴のない男子高校生）
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を対象に場面想定法で用いた調査を行った。その結
果，不良集団所属歴のある非行少年は，無非行少年
に比べ，自分を強く見せようと虚勢を張るような自
己呈示目標を抱きがちであることを示している。ま
た，印象危機場面で印象操作へ強く動機づけられる
ことも明らかとなっている。さらに，想定場面で粗
暴行為を実行しようとする少年（高粗暴群）と実行
しようとしない（低粗暴群）でも比較を行っている。
高粗暴群は，自分を強く見せようと虚勢を張るよう
な自己呈示目標を抱きやすく，低粗暴群では，社会
に受け入れられやすい穏当な自己呈示目標を抱きが
ちであるとした。自己呈示を向ける相手としては，
高粗暴群は，「仲間」や「相手」であるのに対し，低
粗暴群は，「周囲の人」となった。國吉（2015）は，
一般的他者である周囲の人を自己呈示の対象として
意識させることは，逸脱的な自己呈示を抑制する効
果を持っているといえるとしている。

非行少年は本人が意図している印象を与えるだけ
ではない。都島（2017）は，更生保護施設での生活
を送る非行経験者の語りから，就労・社会生活を送
る際に知覚するスティグマと「立ち直り」の関連に
ついて述べている。スティグマとは，それがなけれ
ば手に入るはずだった自己のアイデンティティとは
異なる，本人がのぞまない偏見にもとづく周囲の否
定的な態度や行動を引き起こす性質である（坂本，
2005）。坂本（2005）は，スティグマに対して期待さ
れる行為を実現しようとすることもあるとしてい
る。都島（2017）によると，更生保護施設は，その
特徴から，「頼る人がいない」，「本人に問題がある」，
といった「訳あり」の属性を引き受けている。この
ことから，更生保護施設は「（訳ありの）犯罪者を受
け入れる施設」として，社会的に望ましくない属性
も同時に付与されうると考えられる。したがって，
その入寮者は，施設で生活しながら社会生活を送る
ことで，「（訳ありの）犯罪者」としての「望ましく
ない属性」を引き受けざるを得ない状況であると考
えられる。少年院を出院した非行少年は，地元の友
達がもつ「少年院出院者」と，少年本人が持ってい
る自己認識に乖離が生じ，「非行少年としてのス
ティグマ」を知覚するとしている。また，更生保護
施設で生活している「施設生活者」という他者イ

メージが独り歩きしてしまうことで，少年本人の側
面が見過ごされている状態になってしまっていると
いう。

スティグマへの対処方法の 1 つとして，社会的に
良い行動をとることで，埋め合わせを行う方法があ
る。この行動はGoffman（1963　石黒訳，1970）の
アイデンティティ管理の「補償努力」として分類さ
れている。また，都島（2017）は「問題」を起こし
てしまう自己について，「教訓として良い経験をし
た私」として受け入れることを「開き直り」として
いる。このように，犯罪者・非行少年が「立ち直り」
を実践する過程においては，彼らが社会的に劣位な
カテゴリーをいったん引き受けなければならない状
況や，そうしたカテゴリーへの対処行動が伴う可能
性があるということに注目する必要があるとしてい
る（都島，2017）。

Ⅶ．まとめ

非行を犯した少年に対して，将来，罪を犯さない
ために教育を行う保護処分の考えが中心となってい
る。具体的には審判は非公表で行われ，実名報道や
顔写真などの報道規制がされている。非行少年の更
生のチャンスを守るための重要な考えであるといえ
る。同時に，報道規制などによって，世の中の人々
は非行や非行少年に対する具体的なイメージを持つ
ことが難しいという実態があるのも事実である。
「非行少年」という側面のみで見ると加害側にいる

が，実態としては，いじめや虐待の被害を受けてい
る場合が多く，さらにその背景には発達面での困難
さが関与していることも少なくない。適切なよい環
境とは言えない状況にいた重複した被害を持つ非行
少年が更生していくためには，まずは自分自身の特
性や過去と向き合うことも大切となる。

非行少年自身が自分自身に対して考えを深めてい
く作業には，人的環境が大切であるといえる。しか
し非行に至るまでの経緯の 1 つには，被害経験の重
複など，人との関わりの希薄さがあるといえる。そ
の希薄さの一因には，非行少年自身のコミュニケー
ションのとれなささや拒否的反応もあると思われる
が，周囲からのスティグマやイメージが影響してい
ることも考えられる。
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このようなジレンマの解消には，非行少年自身の
考え方や人との関わり方の工夫や改善が必要となる
が，同時に，周囲の環境の整備も大切である。

世の中の一般の人々が，非行少年の背景として例
に挙げたような，いじめ，虐待，成育環境，発達上
の問題などについて，正しい知識を得ることで，助
けを求める少年に手を差し伸ばすことができる社会
となると考えられる。そうすることで，更生を目指
す非行少年の再非行防止や犯罪防止のみならず，非
行少年とまではならないスティグマを抱える少年
や，非行少年となりうる少年への予防的関わりにも
つながることが考えられる。
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